
石川県新型コロナウイルス感染症経営改善支援特別融資制度要綱
１　目的
この制度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内中小企業者の資金繰り円滑化を図ると共に、金融機関が当該中小企業者に対して継続的な伴走型での支援を実施することにより、もって当該中小企業者の経営の安定や生産性等の向上を図ることを目的とする。
２　融資対象
   次のいずれかに該当し、かつ経営行動に係る計画（以下「計画」という。）を策定した中小企業者。
（1）中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第４号の規定による認定（新型コロナウイ
ルス感染症に係るものに限る）を受けていること（注１）
（2）保険法第２条第５項第５号の規定による認定（売上高等（売上高又は販売数量（建設業にあって

は、完成工事高又は受注高。以下「売上高等」という））の減少を要因としないものを除く）を受け、
かつ次のいずれかに該当すること（注１）
①売上高等減少率が１５％以上であること

②売上高等減少率が１５％未満のものにあっては、最近１か月間に対応する前年同月の売上高が
令和２年１月２９日時点における直近の決算の月平均売上高等と比較して１５％以上減少している
こと

（3）次のいずれかに該当すること（注１）（注２）
①最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して１５％以上減少していること
②最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減少し、かつ前年同月の売上高
が令和２年１月２９日時点における直近の決算の月平均売上高等と比較して１５％以上減少していること

３　資金の使途
　 ２．（1）及び（2）については、経営の安定に必要な事業資金
　　２．（3）については、事業資金

４　融資条件
(1)　融資限度額
　 　６，０００万円
(2)　融資期間

　 １０年以内（うち据置期間は５年以内）とする。
　 (3)  利率
       別途、定める利率とする。
(4)　担保
   　　必要に応じて徴求することとする。
(5)　保証人
　　　　　原則として法人代表者以外の連帯保証人は徴求しない。
　　　　　また経営者保証免除対応（以下「免除対応」という。）（注3）を適用する場合は法人代表者の連帯保証を徴求しない。 
　　(6) 貸付形式

証書貸付又は手形貸付とする。
　　（7）返済方法
　　　 原則として、均等分割返済とする。ただし、融資期間が１年以内の場合は一括弁済でも差し支　　
　　　えないものとする。

５　信用保証
　　  本制度は、石川県信用保証協会の保証を必須とする。
６　申込手続
保険法第２条第５項第４号、５号の規定による市町の認定を受けたものは、市町の認定書の写し及び借入申込書（別記様式第１）の写しに計画書を添え、金融機関経由で石川県信用保証協会に申し込むものとする。ただし、保険法第２条第５項第５号の規定による市町の認定を受けたもののうち、売上高等の減少率が１５％未満のものは、売上高減少要件確認書を添付するものとする。

保険法第２条第５項第４号、５号の規定による市町の認定を受けていないものは、借入申込書（別記様式
第１）の写し及び計画書に売上高減少要件確認書を添え、金融機関経由で石川県信用保証協会に申し込
むものとする。

７　金融機関の責務及び報告
（1） 金融機関は、原則として四半期に一回、経営の状況を確認するとともに、中小企業者から計画の実行
状況等の報告を受けるものとする。
（2） 金融機関は、中小企業者に対し、当初策定した当該計画の見直し及び同計画を進めるための経営支
援を行うものとする。
（3） 金融機関は、原則として、計画を策定した日の属する事業年度から５事業年度にわたり、年１回中小企
業者の事業年度毎に、信用保証協会に対し、中小企業者の計画の実行状況及び財務状況並びに金融
機関の経営支援状況を電子データで報告しなければならない。なお、同データのうち、業種、従業員数
及び財務状況については、信用保証協会を経由して経済産業省に送付するものとする。金融機関が報
告しなかった場合は、信用保証協会に対し当該案件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を記載し
た書面を提出するものとする。

８　取扱期間
　　　　　令和３年４月１日から令和４年３月３１日までに石川県信用保証協会が保証申込を受け付けたものとする。
注１：保険法第３条の３の規定による特別小口保険に係る保証を除く。
注２：保険法第３条の規定による普通保険に係る保証及び同法第３条の２の規定による無担保保険に係る保証（いずれも一般分に限る。）に限る。
注３：次の①及び②を満たす場合に、保証料率を0.2％上乗せすることにより経営者保証を免除することができる。
1 令和２年１月２９日時点における直近の決算から経営者保証免除対応確認書記入日時点における直近の決算までのいずれかにおいて資産超過であること。
2 直近の決算における法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分されており、法人と経営者の間の資金のやりとり（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）について、社会通念上適切な範囲を超えていない。
附　則
本要綱に定める制度は国が定める「伴走支援型特別保証制度」に対応するものである。
附　則
本要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則
　　　本要綱は、令和３年８月１６日から施行する。
附　則
　　　本要綱は、令和４年２月１日から施行する。

（別記様式第１）
　　　　年　　月　　日　

（金融機関）

　　　　　　　　　　　　　　様

所 在 地

(住　所)

企 業 名

　　　代表者名　　　　  　　　　　　　　　 　　　

石川県新型コロナウイルス感染症経営改善支援特別融資借入申込書
上記資金の借入れをしたいので、石川県新型コロナウイルス感染症経営改善支援特別融資制度要綱に基づき、下記の通り申し込みます。
記

　　　　　　　　　　　申込金額　　金　　　　　　　　　　　　　　円　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　償還方法　　分　割　　　（　　　　カ月）　
うち据置期間（　　　　カ月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　保 証 人　（住所、氏名、職業）

（別記様式第２）
年　　月　　日　

石川県知事　　　　　　様




　　　　　　　　（金融機関名）　　　　　　　　　　　　　　
石川県新型コロナウイルス感染症経営改善支援特別融資実行通知書
	企 業 名
(組合名)
	
	所 在 地
	

	代表者名
	
	業　　種
	1 製造業　　　　 2 建設業

3 卸小売業　　　 4 飲食業

5 運送業　　　　 6 サービス業

7 その他（ 　　　　　　  　）

	資 本 金
	(法人のみ)

円
	
	

	融資実行金額
	円
	融資利率

	
	
	％

	
	
	

	
	
	（固定）

	融資期間
	年　　月　　日　～
	年　　月　　日
	（　　　年　　　カ月間）

	うち

据置期間
	年　　月　　日　～
	年　　月　　日
	（　　　年　　　カ月間）

	償還方法
	年　　月　　日から
	毎月ごとに
ごとに
	円返済

	担保の有無
(種別に○印)
	有・無
	信用保証
(種別に○印)
	有
	
一般保証
経営安定関連保証第４号
経営安定関連保証第５号


	

	備　　考
	資金使途（具体的に）　　　　　　　　　　　　

	(注) １本店でとりまとめのうえ送付すること。


	取扱支店名
	


